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１．はじめに 
本研究は、PBL(Project Based Learning)理論を適用した実践体験型情報教育を実施
し、PBL 情報教育を実践するための学習プロセスをモデル化する。 
PBL を実施するには、教育活動を実施するための資源やプロセスなど、実施内容全
体の計画が必要である[1]。本研究では、PBL 情報教育を実施するための核となる活動プ
ロセスを、３つの事例を通して検証していく。これらの活動は全て、「学生が企業や自
治体の実システムを開発する」ものである。IT システム設計の上流工程から開発・運
用などの開発全体を経験し、それら活動を通じて IT スキルの習得と問題解決プロセス
を理解するものとなっている。 
筆者は事例全てにファシリテータとして参加し、活動の指導や支援を実施してきた。
これらの活動を通じて、実践型 PBL 情報教育の学習プロセスをモデル化する。 
 
２．実践体験型 PBL の実践 
 
２．１．事例１「毎日新聞社京都支局プロジェクト」 
実施期間：2000 年 7 月～2001 年 4 月 
メンバー：同志社大学大学院総合政策科学研究科博士前期課程 院生 6 名（内１名
は当時毎日新聞社記者） 
毎日新聞社京都支局員 2 名（内 1 名は当時上記大学院に在学） 
教員 2 名（内１名は当時、上記大学院博士後期課程に在学） 
連携機関：同志社大学大学院総合政策科学研究科、毎日新聞社京都支局 
 
２．１．２．実施内容 
本事例は、毎日新聞社京都支局と、同志社大学大学院総合政策科学研究科の連携によ
る地域情報集積・発信システム構築プロジェクトである[2]。この事例は、大学院博士前
期課程の「情報処理論演習Ⅰ」「情報処理論演習Ⅱ」の授業科目として実施した。参加
した学生は理工系出身者はもとより、法学・経済学・福祉といった様々な分野の出身者
がメンバーとなっている。 
具体的には、毎日新聞社京都支局と同志社大学が共同で、毎日新聞社京都支局ホーム
ページとそのメイン・コンテンツである「祭り」「催し」「スポーツ」などイベント情報
を公開・管理するシステムを構築した。 
メンバーが実施した主な作業は以下の内容である。 
(1) ホームページのコンセプト設定 
(2) 業務の分析・見直し 
(3) XML の仕様策定 
(4) プログラム基本仕様書、詳細設計書の作成 
(5) XML データ投入プログラムの作成 
(6) ホームページ自動生成プログラムの作成 
(7) テスト、導入等 
 
以上のような作業を経て、以下の情報システムを構築した。 
・ 毎日新聞社京都支局 Web ページ「京都えぶりでぃ」（図 1） 
・ Web インターフェースからイベント情報を入力し、データを XML 形式で蓄積。
XML 化されたイベント情報を、紙面用フォーマットのテキスト・データ、Web ペ
ージ用の HTML データの両方を出力する「イベント情報管理システム」（図 2） 
 
 
図 1.「京都えぶりでぃ」トップページ 
 
 
図 2.イベント情報管理システム概要図（上）と出力されたイベント Web ページ（下） 
 
毎日新聞社京都支局 Web ページ「京都えぶりでぃ」は、京都支局のトップページで
ある。ページ・デザインやどういった内容を掲載するかといった概要設計から、HTML
でのプログラミングまで全てメンバーで実施した。 
イベント情報管理システムは、Web ブラウザから、記者が各種のイベント情報を入
力すれば、自動的にデータベースへ格納される。また蓄積された情報から、自動的にイ
ベント情報をカレンダー形式で一覧表示するシステムとなっている。 
これらのシステムを全て学生が構築した。しかしながら、開発に参加したメンバーは、
ほとんどの者がシステム開発などを経験したことがない、いわゆる文系学生であり、こ
れまでコンピュータやソフトウェアに関しては、開発者ではなく利用者であった。また、
プログラム開発用の開発ツールやサーバ・ソフトウェアを購入し、開発作業を実施した
ものでもない。さらに、「プログラムの書き方」や「システム設計方法」といった講義
も実施していない。 
通常であれば、このような状況でのシステム開発はほぼ不可能であろう。そこで本事
例では、システム開発を成功させるために以下の方策をとった。 
・ サーバソフトウェアやミドルウェアは、誰でも自由に利用できるオープンソー
ス・ソフトウェアを採用した 
・ システム開発経験があるファシリテータ1による開発全体のコーディネート 
・ システム開発初心者でも使える容易なシステム開発ツールの利用 
 
例えば、Web サーバや XML パーサなどのシステムの中核となるソフトウェアは、全
てオープンソースのものを使用した。また、システム開発経験者であるファシリテータ
が、作業内容を技術的難易度に基づきいくつかのターゲットに分け、メンバーの技術力
や興味に応じた作業範囲を割り当てるようにした。具体的には、ワープロ、表計算程度
のスキルしか持たず、全くプログラミングを実施したことが無い学生には、「Web ペー
ジ・デザイン」や「ドキュメント作成」などの作業担当にした。 
一方、プログラミング経験者の学生も、授業などで「プログラムを書いたことがある」
程度であり、企業などの「本物」のシステムを構築することは全員初めてであった。し
たがって、ファシリテータの一人の実システム開発経験者が、初心者に対し、企業など
でのシステム開発経験に基づいて、プログラミング技法の方法、メンバー全員の作業状
況管理、トラブル対応などを適宜アドバイスした。 
このように技術的ファシリテータの指導のもと開発が進んでいったが、技術的ファ
シリテータ一人が全ての作業の指示・管理をしていたわけではない。さらに、もう一人
ファシリテータが存在していた。それが毎日新聞社記者 A 氏である。そもそも本事例
は、業務改善を IT でできないか、という記者の発案からスタートしており、記者 A 氏
は、メンバー内でリーダー的立場からシステムの目的や意義を熱心に他のメンバーに説
明していた。A 氏は、明確なビジョンのもとに本システムの有効性を論じてグループの
活動全体をバックアップしており、プロデューサー的ファシリテータといえよう。 
本事例は、決して順調に作業が進んだわけではなく、何度もプログラムを書き換え、
多くの仕様変更を余儀なくされ、学生達はトラブルや失敗を数多く経験した。ただ、こ
のようなトラブルも想定外のことではなく、システムを構築する際に発生する問題やそ
れを克服しようとする努力、完成した時の満足感をメンバーに経験してもらうことも目
的のひとつであった。 
以上のような作業を実施するために、カリキュラム上の日程である 15 コマに加え、
週数回程度のミーティングと、メーリングリストによる議論、休暇中の集中作業も実施
した。 
 
 
                                                  
1 同志社大学工学部金田教授と筆者 
２．１．３．結果 
本事例では、制作した「京都支局 Web ページ」、「イベント情報管理システム」共に、
実際の企業での利用は想定していなかった。あくまでも、学生に対するシステム構築練
習と、企業上層部にシステム化による業務改善や効果を理解してもらうためのプロトタ
イプ的意味合いであった。 
しかしながら、実際に構築したシステムをテスト的に企業が使用したところ、機能
的・内容的に実運用できるレベルと判断され、毎日新聞社京都支局の正式社内システム
として採用された。その結果、2001 年 4 月から毎日新聞社 Web ページ「毎日インタラ
クティブ（現 MSN 毎日インタラクティブ）」から、本システムで作成した Web ページ
「京都えぶりでぃ」が公開された2。また、本事例で開発された Web ページの製作技術
に関する特許を１件出願している3。 
このように本事例では、学生が制作したシステムが企業に評価され、企業の業務シス
テムに採用されるなど、大きな成果が得られた。また、メンバーは実際にシステムを構
築する活動の中で、システム設計手法や導入、ビジネスプロセスの見直しなど、座学だ
けでは理解しにくいシステム開発に関係する多くの事柄を学習することができた。 
さらにもう一点注目したい結果がある。それは本事例に参加した学生のうち、１名が
新聞記者、２名がシステム・エンジニアの職に就いたことである。PBL と職業観との
正確な因果関係は不明であるが、実践体験型 PBL に参加することで、将来的に目指す
進路や方向性といった学生のキャリア・ビジョンに何らかの影響を与えたことは容易に
想像できる。 
 
２．２．事例２「サンケイリビングプロジェクト」 
実施期間：2002 年 4 月～2003 年 3 月 
メンバー：同志社大学大学院総合政策科学研究科博士前期課程 院生 1 名 
   サンケイリビング新聞社社員 2 名（内 1 名は当時上記大学院に在学） 
     教員 2 名 
連携機関：同志社大学大学院総合政策科学研究科、サンケイリビング新聞社 
 
２．２．１．実施内容 
本事例では、サンケイリビング新聞社での、「XML を使った無料記事作成支援シス
テム」の開発を行った[3]。本事例も先の事例同様に、大学院博士前期課程の「情報処理
論演習Ⅰ」「情報処理論演習Ⅱ」の授業科目として実施した。 
                                                  
2 尚、本システムは毎日新聞社 Web ページ「毎日インタラクティブ」がマイクロソフト社
MSN と統合される 2004 年 4 月まで京都支局で使用された。2004 年 5 月以降は閉鎖されて
いる。 
3 特許出願２００１－１１９１０１、「イベント情報表示システム、イベント情報表示方法、
及び、イベント情報表示プログラム 」    
本システムは、サンケイリビング新聞社が作成しているフリーペーパーの、作成支援
システムのプロトタイプを構築するというものである。記事データを XML 化し、情報
の一元管理、記事配信・処理の自動化を行う。また XML の特徴を生かし、一つのデー
タを Web ページと紙面の組み版システムの両方へ提供する。（図 3）(図 4) 
記事情報を入力するエディタから記事や連絡先などの情報を入力すると、その情報に
基づいて、自動的に、ＨＴＭＬ公開用ファイルや，ＰＤＦによる組み版用版下を作成す
る。ＰＤＦ生成には、pLaTeX による組み版生成によるＥＰＳファイル出力を用いてい
る。 
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図 3.無料記事作成支援システム概要図 
 
 
 
図 4.データ入力画面（左）と、XML から自動生成された Web 画面(右) 
 
図 5.ペアプログラミングの様子 
 
この事例では、システム開発初心者である学生が、システム開発の手順や作業項目を
整理するための具体的方法論として「XP(eXtreme Programming:エクストリーム・プ
ログラミング)」の手法を実践した[4]。XP とは、Kent Beck らによって提唱されている
ソフトウェア開発プロセス手法の一つである。XP は、「小中規模のチームで、曖昧で変
化しやすい要求仕様と向き合いながらソフトウェアを開発するためのライト級の方法
論」とも言われている。XP では、「１２のプラクティス4」として具体的な実践項目が
挙げられている。例えば、「小規模リリース」では、システム全体が完成するまでリリ
ースするのではなく、完成した部分からリリースしながら確認や修正をおこなうことで、
                                                  
4 XP の１２のプラクティスは以下の項目である。「計画ゲーム」「小規模リリース」「比喩」
「シンプルデザイン」「テスティング」「リファクタリング」「ペアプログラミング」「共同
所有権」「継続的インテグレーション」「週 40 時間」「オンサイト顧客」「コーディング標準」 
早い段階で間違いの発見と対応が実現できるとしている。また、「ペアプログラミング」
では、ひとつのプログラムを２人で担当することで、間違いの無い効率的なプログラム
作業が実施されるという開発方法である。このような XP の思想は、実践体験型 PBL
情報教育において、学生が実システムを開発する際の行動指標となるものと考えた。 
具体的には、１２のプラクティスのうち 8 項目に従い以下の作業を実施した。 
 
・計画ゲーム 
企業側システムエンジニア、外部システムエンジニア、利用者であるユーザ(記
事作成・管理者)とひとつのチームを組織した（計４名）。全員での数回のミーティ
ングを実施した。そこでは、システムの仕様、要求機能、スケジュールなどを議論
し、「ストーリーカード（要求定義を短いセンテンスで表現）」を作成した。 
・小規模リリース 
とりあえず動くものが完成した時点からリリースし、目標とのズレ、間違いな
どをその都度改善していった。 
・シンプルな設計 
必要最小限の機能の実現を心がけた。不必要な機能クラス数、メソッド数が最
小になっているかは定かではない。 
・テスト 
予定されている機能が実現できているかを頻繁にテストした。HttpUnit などの
テスト用ツールは用いていない。 
・リファクタリング 
予定している機能を完成させる作業が中心となり、全体としてはあまり実施で
きなかった。しかし、個人レベルでは、随時リファクタリング作業をしている。 
・ペアプログラミング 
企業側 SE と学生でペアプログラミングを行った。今回の実践の中ではこのペ
アプログラミングが中心的作業であった。 
・コードの共同所有 
全てのソースコードをメンバー全員で共有し、修正・追加を許可した。また、
WebDAV を使用し最新のプログラムにどこからでもアクセスできるようにした。 
・オンサイトの顧客 
プロジェクトの打ち合わせには必ず顧客（企業側担当者）が参加した。またメ
ーリングリストを利用し、開発者とユーザ相互の情報交換による顧客参加型開発を
進めた。 
 
以上のような開発プロセスを経て、学生と企業の共同で、Web ページ自動生成・自
動組版システムを構築した。 
２．２．２．結果 
本事例では、開発時間、開発環境、前提知識に制限のある環境下で、効率的に実践体
験型 PBL 情報教育を実施することに焦点をあてた。その具体的方法論として XP を試
みた。 
実際に実践体験型 PBL でのシステム開発へ XP を適用した結果、以下の事柄が明ら
かになった。まず一点目は、システム開発初心者には「小規模リリース」による開発形
態は適さないということである。ウォーターフォール型開発手法などでは、「基本仕様
書や詳細設計書を書く」ことが必須の条件となっている。一方、XP では、より柔軟に
仕様の変更に対応するために、開発設計書やドキュメント作成を重視しない。設計書を
作成する代わりに、早い段階でプロトタイプをリリースし、その出来具合を確認しなが
ら仕様の変更、機能の追加を実施していく。 
このようなプロセスをシステム開発初心者へ適用した場合、「とにかく動作するもの
を作ろう」という意識が強くなってしまい、システム開発を通じて問題発見解決手法を
学んでいるという意識が低下してしまった。 
また、小規模リリースを繰り返すことで、「最終的にどこまで構築すればいいか」が
不明確になる傾向が見られた。例えば、企業側担当者とプロトタイプを見ながら仕様の
確認を行うといった状況において、学生はユーザである企業担当者から出される要望を
全て実現しようとしてしまう。その結果、システムの最終的な形態があいまいになり、
どこまで作成すればゴールなのかが不明確な「泥沼」のシステム開発になる。この事例
では、システムが全く完成しないという事態には至らなかったが、当初予定していたシ
ステムよりも機能や対象範囲が複雑になりすぎたという結果となった。 
二点目として、対象ドメインのファシリテータが不可欠であることがわかった。対象
ドメインのファシリテータとは、先の毎日新聞社の事例でいう「記者」のような立場の
人間である。企業などと連携し、実践体験型 PBL 情報教育を実施する活動は、連携先
の組織にとっては「無料で学生がシステムを作ってくれる」側面を有している。ただ、
学生は、少しでも企業側担当者がそう思った場合、雰囲気を察知し、活動に対する熱意
が無くなってしまう。言い換えると「自分達のため」ではなく「やらされている」と思
ったとたんに、学習意欲が低下するのである。したがって、対象ドメイン側の協力者自
身がファシリテータとしてプロジェクトに熱意を持って参加し、学生を牽引することが
必要となる。つまり、同じ共同体のメンバーとして活動の意義や目的を理解し、業務を
遂行しようとする仲間である。本事例では、対象ドメイン側のファシリテータの位置づ
けと責任範囲があいまいな場合が見られた。 
一方、「ペアプログラミング」「コードの共同所有」「オンサイト顧客」は、PBL 情報
教育を進める上で効果的であった。企業のシステム・エンジニアと学生がペアになりプ
ログラミングを実施することで、学生は多くの知識やノウハウを習得する。プロフェッ
ショナルである指導者から少しずつ仕事を教え込まれる姿は、正統的周辺参加論でいう
「新参者が実践共同体の一部に加わっていく活動が行われ、十全的参加者になるプロセ
スから学習が形成される」活動そのものであった。先の毎日新聞社での事例においても
技術的ファシリテータと学生との関係もペアプログラミングと同様の活動といえる。 
「コードの共同所有」は、誰もが自由にプログラムを改造・改変できることで、メン
バー間の共同作業意識を促進させた。「オンサイト顧客」についても、ユーザである個々
客との頻繁な意見交換による意思疎通が図れた。 
このように本事例の実践から、XP の手法は、過去にいくつものシステム開発経験が
あるプロフェッショナルを対象としているために、全てのプラクティスをそのままシス
テム開発初心者が対照となる PBL 情報教育へは適用できないことが明らかになった。
また、技術的ファシリテータに加え、対象ドメインのファシリテータが PBL 情報教育
を進める重要な役割を担っていることも分かった。一方、ペアプログラミングやコード
の共同所有、オンサイト顧客などのプラクティスが共同体での作業を活性化させるため
に有効なことが示唆された。 
 
２．３．事例３「中丹安心くんプロジェクト」 
実施期間：2005 年 4 月～2006 年 3 月 
メンバー：同志社大学大学院工学研究科博士前期課程 院生 ４名 
   同志社大学工学部情報システム工学科学部生   3 名 
   京都府中丹広域振興局職員 ２名 
     教員 2 名 
連携機関：同志社大学工学部、京都府中丹広域振興局 
 
２．３．１．実施内容 
上記２件の事例では、実践体験型 PBL 情報教育の活動の場として企業を対象として
きた。この事例では、活動の場を自治体に移し、社会的実践の場を企業だけでなく、よ
り広範囲にした場合の PBL 情報教育を試みる。 
同志社大学工学部学生と京都府中丹広域振興局が共同で、災害初期対応システム「中
丹安心くん」を開発した[5]。このシステム構築活動を、PBL の活動モデル「問題を提示
する」「問題解決方法を考える」「学習する」「新たに獲得した知識を問題に適用する」
「評価」のステップにしたがって実施した。 
まず、問題の提示として,京都府中丹広域振興局から「災害時の情報共有を迅速に行
い、適切な初期対応を実施するにはどうすればいいか」という課題が提示された。 
これまでにも地震や台風といった災害で発生した道路通行止め、河川氾濫,土砂崩れ
といった各種災害の状況を,Web-GIS などを使用して市民へ公開するシステムは各種サ
ービスされていた。ただ、これらシステムの多くは、災害発生直後に情報が提供される
ものではなく、防災機関がその状況を把握し、何らかの処置を講じてから、ネットへ提
供する場合が多い。つまり、災害が確定してから情報が公開されるシステムといえる。
その結果、実際の災害現場では情報システムがあまり利活用されていない状況であった。 
このような課題を解決するようなシステムの提案と制作を進めていった。提示された
問題から、学生は様々な視点から課題を発見していく。例えば以下のような内容である。 
・災害初期対応時にはどのような情報が必要か 
・対象とする地域・対象者はどこか 
・ 適切な情報機器はどういったものか 
・ どうすれば誰もが使いやすいシステムなるか 
 
図 6.グループ作業の様子 
 
このような項目を解決すべき問題としてとらえ、自分達が持っている全ての知識を駆
使し検討していった。具体的には、「Web-GIS を使った災害全体像の共有」「開発コス
トを低くするために、オープンなアーキテクチャを使用する」「いつでも・どこでも・
誰もが使用できるようなシステム」といったように、徐々に対象や状況を絞り、具体的
な内容を決定した。状況を明確化するにつれて、次の作業として何をどのように決めて
いけばよいか、どのような知識が必要になるかが明らかになっていく。この活動は、「問
題解決方法を考える」プロセスといえる。 
次に、システムの機能やサーバ構成をどうするのかといった事柄を、グループのメン
バー同士でのディスカッションで決定していった。例えば、災害情報を各地からインタ
ーネット上で共有するために Web-GIS を使用することは早くから決定していた。ただ、
具体的にどういった GIS ソフトが自分たちの要望を満たすのかがわからなかった。 
 
そのような時に、グループメンバーの一人から、「GoogleMaps なら API が公開され
ている」「非商用なら無料で利用できる」といった提案があった。メンバーは実際に
GoogleMaps の機能を調べ、システム構築に適していると判断しこれを採用することに
した。(図 6) 
例えば、これまでの情報系の演習などでは、教員が「プログラミング言語は Java を
使用すること」「データベースは MySQL を使うこと」「作成するシステムはこのような
機能を有すること」といった使用する環境や条件などを指示することが普通である。 
ただ、このような形態では、学生は「なぜこのシステムには Perl ではなく Java なの
か」「そもそもこのシステムは何を解決するために作るのか」がイメージしにくい。つ
まり、「自分達は何をしているのか」が理解できないまま演習が進み、結果、活動への
熱意や理解度が低くなっていたと思われる。 
一方、PBL では、使用するソフトウェアの選定なども学生自身が行う。教員は作業
環境や手順を学生へ教え込むのではなく、ファシリテータとしてその活動を見守り、適
宜適切なアドバイスを与える。今回の事例においても、教員はメンバーの一員として全
体の進捗管理やアドバイスを行い、活動をサポートする立場であった。以上の活動は
PBL の活動モデルでの「学習する」プロセスにあたる。 
グループメンバー間での議論を進め、システムの機能を確定した。その後、PBL 活
動モデルの「新たに獲得した知識を問題に適用する」活動として、実際にシステムの構
築を行った。今回構築した災害初期対応システム「中丹安心くん」の概要を述べる。(図 
7) 
本システムは以下の項目から構成されている. 
・ Google Maps API を利用 
・ 災害一覧表示に Ajax を利用 
・ 携帯電話からの災害情報の投入機能(写真, 災害内容) 
・ 災害情報の変更履歴管理機能 
・ LAMP(Linux, Apache, MySQL, PHP)と MVC アーキテクチャを採用 
Google Maps API は、Google が公開している Google Maps システムから地図情報を
直接取得するための API である。非商用であれば無料で利用できる。地図上の任意の
位置にマーカーを配置したり、地図上に配置されたマーカーに対してイベント処理を登
録・実行する API が用意されている。  
 
 
 
 図 7.災害初期対応システム「中丹安心くん」システム概要図 
 
 
図 8.「中丹安心くん」画面イメージ 
 
地図画面右にある災害情報の一覧表示は、現在のビューポイント範囲内にある災害情
報の一覧を表示する。これは Ajax(Asynchronous JavaScript + XML)を利用している。
(図 8) 
ユーザがビューポイントを移動したりズームイン・ズームアウトすると、それと連動
して災害情報の一覧の内容も同時に更新される。また携帯電話からの写真投稿機能も実
装し、災害現場からの迅速な情報提供を実現している。 
最後のプロセスとして、実際に本システムの評価実験を実施した。今回、本システム
の有効性を検証するために、2005 年 11 月 25 日に本システムの実証実験を行った。実
験への参加組織は、中丹広域振興局(防災部局,各土木事務所)、舞鶴市、綾部市である。 
実証実験後に、実験の参加者であるデータ入力者（５～６名）と閲覧者（参加者不明）
に記名方式のアンケート調査を実施した。 
その結果 31 名の回答を得ることができ、31 名中 26 名から「大規模災害時には本シ
ステムは有効」との回答を得た。また、主な評価意見としては以下のような意見を得ら
れた。 
①俯瞰的にリアルタイムで情報共有が可能となるので良い 
②写真や画像が取り込めるので良い 
一方,改善意見は以下のとおりである. 
①混乱期のデータ入力項目や方法はシンプルの方が良い 
②将来的には住民対応（双方向が理想）が必要 
③GPS 付携帯電話活用などの情報技術の進展への対応が必要 
④混乱期はマンパワー不足となるため,運用ルールの作成・訓練が必要 
以上の事柄が明らかになった。これらの結果より、製作者である学生は、自分達の活
動の成果と今後の課題を理解することで、情報システムの構築に必要なスキルと知識を
理解した。 
 
２．３．２．結果 
本事例では、情報システムを専門とする工学部学生ということもあり、短期間に高度
な情報システムが構築できた。この実践からいくつか注目すべき結果を述べていく。 
まず、プログラミング・スキルやサーバ構築スキルには長けている工学部学生・院生
ではあるが、技術指向が強く、対象業務を理解する視点やコミュニケーション能力に関
する力が弱いことが明らかになった。例えば、前の２つの事例と比較し、最新のアーキ
テクチャや流行のプラットフォームを使うことに議論が進んでしまう傾向が顕著であ
った。また、ユーザであり共同体のメンバーでもある自治体職員と意見交換を行う場合
に、自ら意見を述べたりすることが少なく、ファシリテータである教員からの意見の催
促や指示によって発言する場面が頻繁にあった。 
このような技術指向が強い学生を導くためにも、PBL 活動プロセスの「問題を提示
する」「問題解決方法を考える」「学習する」「新たに獲得した知識を問題に適用する」
「評価」という一定の道筋が重要となる。おそらく、このプロセスに基づいて活動を実
施しなければ、メンバーの意見が分散し、アウトプットが生み出されないか、ユーザの
要望とはかけ離れた技術者の自己満足を満たしただけの巨大システムになった可能性
が強い。確かに、工学部学生であるから「技術的内容」を重視することは、将来、IT
専門家になるために必要な視点であり、禁止すべきことがらではない。ただ、「システ
ム開発の別の視点」、つまり「システムの成功・失敗を判断するのは開発者ではなくユ
ーザである」ことを理解させなければならない。そのためにも、ユーザによるシステム
利用から得られる「評価」や、活動をサポートするファシリテータの役割が重要になる。
ファシリテータは上記５つの活動プロセスを常に意識しながらメンバーの行動を導く
必要がある。 
次に、PBL 情報教育の活動によって、学生のみならず対象組織側の IT 教育の側面も
有していることがわかった。本事例で連携した組織5は、通常業務として道路維持管理
などをおこなっており、IT を日常業務の中で頻繁に活用しているわけではなかった。
したがって、担当者もコンピュータなどに関しては、ワープロや表計算などが主な用途
である一般的なユーザであった。つまり、IT スキルに関しては工学部学生の方がはる
かに勝っていた。 
このような対象組織側メンバーが、学生達と共同作業を実施する中で、IT を活用す
ることで得られる業務改善効果を徐々に理解していった。それに伴い IT そのものに対
する知識と理解が増加していった。例えば、「Web-GIS を突発的な災害対策だけでなく
日常的な業務の中でも使用できるのではないか」「具体的には道路の維持管理システム
に Web-GIS が使える」といったように、今回の協同作業がきっかけになり、新たなテ
ーマが考え出されている。 
また、当初、職員は学生が話すコンピュータ専門用語を理解できない、学生は職員が
話す道路管理業務の内容が理解できない、といった状態であったが、活動が進んでいく
につれて両者間で意思疎通がスムーズに図れるようになった。これは、技術に関しては
学生から職員、業務内容に関しては職員から学生というように双方向の知識や技術の伝
達がおこった結果といえる。 
つまり、学習者がより経験を積んだ人に助けられたり、彼らと共同で取り組む時に問
題解決能力が発揮される、というヴィゴツキーの最近接発達領域の概念である「他人と
の相互作用によって学習活動が形成される」プロセスが PBL 情報教育によって形成さ
れていたことが明らかになった。これは共同体としての学習活動としても正当な結果と
いえる。 
尚、本システムはプロトタイプが 2006 年 6 月から京都府中丹広域振興局内で試用さ
れている。実際に 2006 年 7 月 19 日から約２日間、京都府北部を襲った集中豪雨によ
                                                  
5 京都府中丹広域振興局建設部中丹東土木事務所 
る災害対応に本システムが使用され、情報共有、災害指示などに大きな成果を挙げてい
る。 
 
３. PBL 情報教育の活動のモデル化 
実施した３つの実践体験型 PBL 情報教育の活動を元に、PBL 情報教育の活動をモデ
ル化する。 
活動評価には、政策評価で用いられる、セオリー評価法（Program Theory 
Evaluation）を適用する。セオリー評価とは、投入、活動、結果、成果という言わば「投・
活・結・成」という一連の流れを明らかにする評価法である。セオリーは原因と結果の
連鎖であり、最初の資源投入が、最後に受益者に起こる改善効果（＝成果）を引き起こ
すまでの道筋を表している[6]。 
セオリー評価の最終成果物は、原因と結果の連鎖関係を明らかにする「ロジック・モ
デル(Logic Model)」である。このロジック・モデルは、政策立案者、政策実施者、そ
の他関係者などで利用価値が高く、共有できるものと言われている。[6] 
ロジック・モデルの作成には、通常、次のような作業が必要とされている。 
1) 施策やプロジェクトに関する資料収集・分析 
2) 施策の実施担当者からの意見収集 
3) 事業利用者からの意見収集 
4) ロジックモデルの原案作成 
政策評価で使用する評価方法を、教育活動の評価に適用できるのか、という疑問もあ
ろう。そもそも「政策」とは、「ある社会状況を改善するために、ひとつあるいはいく
つかの目的に向けて組織化された諸資源および行動」である。[7] 
全ての活動は何らかの理論に基づいて進展している。原因と結果が絶えず繰り返され、
連鎖状に連なっている。この連鎖状の活動の目的や結果が不明確だと、目標にたどり着
けない。つまり、評価とはあるプログラムの目的・活動・結果を知ることに他ならない。 
教育活動も「偶然」起こっていることではなく、計画なくして実施することができな
い。つまり、教育活動を含む多くの社会活動は、最終的な目標、人や時間など各種資源
の配分などを含めた一連の計画・プロセスに従って実施されている。したがって、目的・
実施過程・結果を明らかにする政策評価手法を、教育活動の評価として適用することは
可能である。 
今回、活動評価の一手法であるセオリー評価方法から、PBL 情報教育という「活動」
が実際にどのような内容であったかを、ロジック・モデルを用いてモデル化する。 
 
3.1.ロジックモデルの作成  
ロジックモデルの作成にあたって、以下のような作業を行った。  
 
① プロジェクトに関する資料収集・分析  
各プロジェクトを進める中で作成した、作業計画書・手順書・マニュアルなど 
 
② 実施担当者・事業利用者からの意見収集  
1)共同作業に関係する打ち合わせ議事録、ヒアリング 
2)メンバー間での電子メールの過去ログ 
 
③ ロジックモデルの原案作成  
以上のような資料を基に、プロジェクトの全体構造、各個別作業、成果、結果の整理
をおこなった。その後、ロジックモデルを作成した。 
 
 目的（Goals) 投入（Inputs)
人的資源 時間的資源
　①学習者（学生） 　①調査・検討
　②統括的ファシリテータ（教員） 　②打ち合わせ
　③古参者ファシリテータ 　③システム構築
(連携先組織担当者,TeachingAccistant） 　④自己学習
個別目標① (Objective)
物的資源 情報的資源
　①サーバ機器 　①書籍
　②ネットワーク 　②電子メール
　③パソコン 　③Web上の各種情報
個別目標② 　④ソフトウェア   ④リソースパーソン
学生主体のシステ
ム開発
その他資源
個別目標③ 　①演習室（研究室）
　②会議室
　
活動（Activities)
内部要因 生産活動（Activities)
(Internal Factors) 　①対象課題の調査（問題の発見）
　②仮説立案
　③開発
④評価
結果（Outputs)
生産結果（Production Results(Outputs))
　①ITシステム、コンテンツ構築 ②システム開発を経験した学生
生産→利用の促進要因 　・各種情報システム
（Acceleration Factors) 　・手順書・マニュアル等
①ITの利便性・効果 　 ・企画立案、設計、開発、評価の理解
②有益な情報 　 ・最新のIT技術の理解
③業務改善
利用結果（Utilization Results(Outputs))
　①IT化による問題解決 　②ITのインパクト・効果を理解した学生の輩出
　③新たな課題の発見
外部要因
(External Factors)
成果（Outcomes)
③他メンバーからの評
価 成果（短期）（Short-term outcomes)
　①問題発見能力、情報収集のスキル、コミュニケーション技能の習得
外部要因 　②実社会で使用されるITシステムやコンテンツの実現
(External Factors) 　③ITスキルの習得
①社会変化
②技術進化
成果（中長期）（Medium-,Long-term Outcomes)
　①社会の問題解決
　②ITを活用し問題解決が図れる有能なジェネラリストの創出
　③新たな施策や新サービスの創出
・「システムを作る」ことの目的・意義
の理解
③求められる知識
の変化
ITに関するスキ
ル・知識を習得し
た学生の育成
問題発見解決型思
考の習得
①ユーザからの評
価
③ファシリテータ
の支援
①少人数グループ
活動による共同学
習
②「本物」の問題
を解決する高い目
的意識
ITを活用した実社
会の問題発見と解
決
②ファシリテータ
からの評価
 
図 9.PBL 情報教育のロジック・モデル 
４.考察 
実践体験型の PBL 情報教育について、ここまでの議論をまとめる。実践体験型 PBL
情報教育として、３つの実システム開発プロジェクトを実施した。これは学生、教員、
企業・自治体側担当者がひとつのチームとして、IT システムを構築するものである。
今回、それぞれの組織が抱える課題を解決する IT システムを構築した。そして、PBL
情報教育の活動プロセスをモデル化するために、セオリー評価法に基づいたロジック・
モデルを作成した。(図 9) 
続いて、これまでの結果を元に、PBL 情報教育の活動モデルについて考察を行う。 
 
４．１.PBL 情報教育の活動プロセス 
ロジック・モデルの結果を元に、PBL 情報教育の活動プロセスについて考察する。
まず、PBL 情報教育の目的は、IT に関する各種スキルや知識を習得した学生の育成で
ある。ここでいう IT に関するスキルや知識とは、特定ソフトウェアの操作やプログラ
ミング能力といった狭い範囲の知識ではなく、IT とは社会に存在する課題を解決する
ツールであることを理解するための知識の習得である。 
目的の中にはいくつかの個別目標が存在する。一つは、IT を活用した実社会の問題
発見と解決という全体的な活動方針に関する目標である。二つ目が、学習者主体でシス
テム開発を進めるといった具体的なカリキュラム方針である。最後が、IT を使う使わ
ないにかかわらず、問題発見と解決を日常的な思考として身につけるという学習目標で
ある。 
 このように、PBL 情報教育を実践するには、最終的な目的を具体化するためのいく
つかの個別目標設定が必要であることが、ロジック・モデルから読み取れる。個別目標
を設定する意図は、最終目標はどうしても包括的な内容になるために、それを実際に実
現可能な範囲に分割する意味合いがある。 
ここでの重要点は、学生がシステムを作ることが最終的な目的ではないということで
ある。なぜなら、あくまでもシステムの開発は、問題発見と解決を理解するための「手
段」であり「目的」ではない。したがって最終目的を、「何々システムの開発」とすべ
きではない。PBL 情報教育において最も重要なファクターは、「システム」ではなく「学
習者」である。 
 次に、PBL 情報教育を実践するための資源について見ていく。投入資源の中で重要
な項目は人的資源である。人的資源として、学習者、統括的ファシリテータ、古参者フ
ァシリテータが必要である。学習者は、活動の中心となるメンバーである。ファシリテ
ータは２つの立場のファシリテータが必要である。まず、統括的ファシリテータはグル
ープの活動全体を支援する。学習者の学習状況や、次に述べる古参者ファシリテータと
学生との関係などを常に把握し、必要なアドバイスによって、学習活動全体を導く。ま
た、統括的ファシリテータはカリキュラム全体の計画や最終的な活動の評価を実施する。
通常は PBL 情報教育の科目を担当する教員である。 
次に、古参者ファシリテータであるが、これは以下のような立場の者である。１）対
象分野や実施する活動について知識や経験を有する人、２）教員や学生とは異なる視
点・立場で活動に参加できる人、である。例えば、今回の事例でいうと、新聞記者や企
業のシステム・エンジニア、自治体職員が古参者ファシリテータといえる。 
PBL で学生が何かを学習するという活動は、対象とする課題についての新参者であ
る学習者が、共同体に参加し十全的参加者となっていくことに等しい[8]。古参者ファシ
リテータは、この新参者である学習者に対し、自分達が「一人前」になった姿を見せる
役割を担っていると同時に、かつては新参者であった自分の経験をもとに学習者のサポ
ートはおこなう。統括的ファシリテータが対象分野の専門家である場合は、古参者ファ
シリテータも兼ねることができるが、「一人前」の姿を見せる意味合いから、教師であ
る統括的ファシリテータよりも、自分達の将来の姿に近い先輩や実際に企業などで働い
ている社会人などが望ましい。 
従来の研究では、PBL を実施するには「ファシリテータが必要」という大きな枠組
みで語られていた。この理由は、PBL 発祥の分野である医学 PBL の影響が大きい。そ
の理由は、医学教育の場合、対象とする分野が「医学」に限定されるため、「自分達の
将来の姿」を感じさせる古参者ファシリテータは、医学部教員や先輩で良かった。 
一方、情報教育 PBL の場合、実社会の多様な課題を対象とするために、必ずしも教
師が対象とする課題の専門家や経験者でない場合がある。例えば、自治体のシステムを
考えるにはある程度自治体の業務を理解しておかなければならない。または、PBL を
経験し問題解決的視点を実体験として理解しておく必要がある。したがって、古参者フ
ァシリテータには、対象業務の深い知識や経験を持つ企業・自治体の実務担当者が適任
となる。 
以上のように、「教える側」と「教えられる側」以外に、「活動を支援する人的資源」
が必要であることがわかった。 
人的資源以外にも、物的資源、時間的資源、情報的資源などが投入資源として挙げら
れている。物的資源は、実際に作業を進めるに必要なコンピュータやソフトウェア類で
ある。時間的資源とは、活動を実施するうえで必要となる時間である。もちろん、どの
ような活動にも時間がかかるので、この投入資源の項目の中に、全ての時間的資源を書
き出すことはできない。したがって、活動の中で重要かつ活動の中で時間的に占める割
合が多い項目を抜き出した。 
ここで着目したいのが「自己学習」時間である。ほとんどの授業の場合には、「授業
時間内に学習する」ことが求められる。一方、PBL では事例を元に「自分で学習する」
スタイルを身につけることが目標である。したがって、授業以外の自己学習の時間が十
分に取れるように、あまり過密なスケジュールをしないことが必要となる。時間的資源
を明らかにすることで、PBL 情報教育を実施する上での、時間配分やどういった活動
に時間が費やされるのかがわかる。 
 情報的資源とは、活動を進めるために必要な知識や情報の入手先である。学習者は、
書籍や Web などから必要な情報を得る。電子メールは、コミュニケーション・ツール
であるが、他者から情報を得るツールにもなっているので情報的資源とした。例えば、
PBL を実施しているいくつかの医学部では、PBL に必要な症例集や診断ノウハウを蓄
積した Web データベースを構築しているケースも見られる。学生は、キーワード検索
などを使いながらデータベースから必要な情報を入手する。PBL では参加者同士のコ
ミュニケーションや情報交換・蓄積が重要であることから、今後様々な PBL において、
メールや Web が PBL を支える大きなツールとなることは間違いない。また、これら資
源以外にも教室や演習室などの活動場所が必要である。 
続いて、これらの資源を用いた活動内容について見ていく。具体的な活動は、１）対
象課題の調査（問題の発見）、２）仮説立案、３）開発、４）評価、の４項目に分類で
きる。つまり、PBL 情報教育の具体的な活動は、上記の項目に従って進められるべき
と考える。 
例えば、医学部 PBL の活動プロセスと対比させると、 
１）問題の発見＝問診、診察、症状の把握 
２）仮説立案＝原因診断 
３）実行計画立案＝治療計画作成 
４）システム構築＝治療 
５）評価＝結果 
である。 
これらの活動を支える要因は、１）少人数グループ活動による共同学習、２）「本物」
の問題を解決する高い目的意識、３）ファシリテータの支援、である。これらの 3 項目
は PBL 情報教育を実施するための重要なファクターであり、どれか一つでも欠けるこ
とは望ましくない。 
なぜなら、ただグループ学習を実施するだけであれば、高等学校や大学などの他の授
業でも数多く行われている。単に「テーマを与えてグループ活動をさせる」ことが PBL
ではない。高等学校などでのグループ学習の多くは、グループで製作したレポートや実
験結果のアウトプットのみが評価対象である。つまり、学習者がどのような学習プロセ
スをたどっているのかについては重要視されない。また、誰かが一人だけ頑張って他メ
ンバーはそれに依存している場合も多く見られる。つまり、「結果が全て」と言えよう。 
一方、PBL では、グループ活動は、自分以外の新たなものの考え方や視点を発見し、
一人ひとりが学習意欲を向上させるための手段として位置づけられる。つまり、「結果
が全て」ではなく、どうやってその結果を導き出したのかという「プロセス」を重視す
る。それにより、自己学習を身につけ、自律した学習者となるための活動となる。した
がって、グループ活動をより活発化させるために、高い学習意欲を引き出すような学習
課題の設定が必要とされる。そこで、グループ活動をサポートするファシリテータが必
要となってくるのである。 
 これまでの議論から、PBL 情報教育の目的、インプットと活動が明らかになった。
続いて、アウトプットについて考察する。PBL 情報教育を実践することで生み出され
るアウトプットは、１）IT システムまたはコンテンツ、２）システム開発を経験した
学生、である。IT システムや各種ソフトウェアを使って構築されたコンテンツとは、
目に見える成果である。医学 PBL で例えると、「治療を受けた患者」といえよう。ただ、
PBL 情報教育の目的にもあるように、最も重要な点は、システム開発を経験すること
で、情報システムの意義、活用方法を理解した学習者の育成である。医学 PBL では、
「医師」であろう。 
具体的に今回の事例では、成果のアウトプットは、「Web ページや業務システムなど
のＩＴシステム」と、「システム開発を経験した学生」である。 
 そして、これらの IT システムを製作して終わりではなく、その利用評価も必要であ
る。製作した IT システムやコンテンツを実施に利用し、その評価をおこなう。評価を
行うことで、成果物そのものの出来が明らかになる。さらに、実際にある場面に IT シ
ステムやコンテンツを利用し、そこでの成果や不具合から、製作するだけでは見えてこ
ない部分の評価が理解できる。これらは学習者自身に対する、これまで経験してきた事
柄の再認識と知識の定着に繋がっている。 
 
５．まとめ 
 本研究では、PBL 理論を適用した実践体験型情報教育を実施し、PBL 情報教育を実
践するための学習プロセスをモデル化した。その結果、PBL 情報教育の活動の全体像
が明らかになり、PBL 情報教育を実践するために必要な資源と活動プロセスが明確に
なった。また、PBL 情報教育の活動プロセスのポイントは、開発言語やソフトウェア
といった狭いアーキテクチャーの知識習得を活動の目標とするのではなく、「問題の発
見」、「仮説立案」、「実行計画立案」、「システム構築」、「評価」の各ステップを授業の中
に組み込むこと、また、それらの活動を実施するために、教師と学習者以外に活動を多
面的にサポートするファシリテータが必要であることなどがわかった。 
特に情報教育 PBL の場合ファシリテータは、「総括的ファシリテータ」と「古参的フ
ァシリテータ」の２つの役割の援助者が重要な役割を担っている。また、教師から何か
の指示を受けて活動が進むのでなく、自分達で活動を遂行するその活動要因には、「少
人数グループ学習」という仲間意識や競争意識、責任感が存在するのである。さらに、
バーチャルな遊びではなく「本物」の課題に触れることで得られる学習意欲の刺激があ
る。そして、自分達の将来像を感じさせるファシリテータの支援などによって、学習者
は知識を与えられるのではなく、自分達で知識を獲得するすべを体験する。 
活動を実施することで得られる短期的アウトプットは、情報システムやコンテンツと
いう「プロダクト」だけでなく、活動を通じて各種 IT 知識や問題発見思考を身につけ
た「ヒューマン・リソース」が生み出される。長期的には、社会全体の課題解決に繋が
るものと想定される。 
PBL 情報教育の本来の目的は、「授業で出された課題をうまくこなす学生の育成」で
はない。実際に学習者それぞれが実社会へ出た時に、IT を駆使した問題解決が行える
ことが最終的な目標である。特に、情報通信技術は、社会の様々な事柄の中でも特に変
化が激しい。急速なスピードで新しい技術が生まれる情報通信技術は、「ドッグイヤー」
言われるように、IT 業界の１年は他の業界の 7 年に匹敵するとも言われている。した
がって、いったん詰め込んだ知識やスキルが、数年、早ければ数ヶ月もすれば陳腐化し
役立たなくなる場合が頻繁に見られる。 
繰り返すが、PBL 情報教育は、特定ソフトウェアの操作習得といった、環境が異な
れば役立たないような狭い知識や特定スキル習得を学習目標としない。PBL 情報教育
の目的は、IT が持つ特徴や機能を理解し、それぞれの場面において問題発見解決を実
現するためのツールとしての活用方法の習得である。つまり、ソフトウェアのバージョ
ンや使用する環境が異なっても、学習者自身が臨機応変に必要な知識を新たに獲得し、
さらに、これまで身につけたスキルの応用を学ぶことといえよう。 
つまり、「学ぶプロセス自体を学ぶ」といった学習プロセスの提供こそが PBL 情報教
育の最大の効果であり目標である。知識や技術は永続しない場合があると認識した上で、
増え続ける知識と変遷し続ける社会ニーズに応えていける人材の育成である。 
PBL 情報教育によって、IT に対する「学び方を学ぶ」ことは、IT の全領域を網羅的
に暗記することよりも重要である。セオリー評価の最終段階に記載した、「IT を活用し
問題解決が図れる有能なジェネラリストの創出」を実現し、その学習者達が様々な状況
の中で直面する課題を解決していくことが PBL 情報教育の目指すべき最終的な成果で
ある。 
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